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② 薬物依存症 

（ 患者動態）  

令和２ 年に医療機関を継続的に受療し ている 薬物依存症の総患者数は約５ 千

人である 1。  

（ 政策動向）  

平成 28 年 12 月 14 日に施行さ れた再犯の防止等の推進に関する 法律（ 平成

28 年法律第 104 号） に基づき 、 令和５ 年３ 月 17 日に第二次再犯防止推進計画

が閣議決定さ れた。 本計画では、 薬物依存症治療の専門医療機関の充実や、 薬

物依存症者の治療・ 支援等に知識を有する 医療関係者の育成等が明記さ れてい

る 。  

厚生労働省は、 平成 29 年度よ り 「 依存症対策全国拠点機関設置運営事業」

を実施し ている 。 ま た、 都道府県・ 政令指定都市等の自治体が、 依存症専門医

療機関や依存症治療拠点機関等の選定のための体制構築等を行う 「 依存症対策

地域支援事業」 を実施し ている 。  

（ 医療提供体制に関する 検討課題）  

第８ 次医療計画においては、 薬物依存症に対応でき る 医療機関を 明確にする

必要がある 。 ま た、 薬物依存症に対応でき る 専門職の養成や多職種連携・ 多施

設連携の推進のため、 地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図

る 必要がある 。 こ の際、 再犯防止推進計画を踏ま え、「 依存症対策地域支援事

業」 の依存症専門医療機関や依存症治療拠点機関を活用する こ と 。  

なお、 都道府県で薬物依存症について検討する に当たっ ては、 別表５ に示す

指標例に関連し て、「 依存症専門医療等機関（ 依存症専門医療機関、 依存症治

療拠点機関） 数」、「 依存症入院医療管理加算（ 薬物依存症） を算定し た精神病

床を持つ病院数」、「 依存症集団療法（ 薬物依存症） を外来で算定し た医療機関

数」、「 薬物依存症を入院診療し ている 精神病床を持つ病院数」、「 薬物依存症を

外来診療し ている 医療機関数」、「 依存症入院医療管理加算（ 薬物依存症） を算

定し た患者数」、「 依存症集団療法（ 薬物依存症） を外来で実施し た患者数」、

「 薬物依存症の精神病床での入院患者数」、「 薬物依存症外来患者数」 及び「 依

存症専門医療機関のう ち依存症治療拠点機関における 紹介患者数及び逆紹介患

者数」 について現状を把握し た上で課題を 検討し 、 目標を設定する こ と が望ま

し い。  

③ ギャ ンブル等依存症 

（ 患者動態）  

令和２ 年に医療機関を継続的に受療し ている ギャ ンブル等依存症患者の総患

者数は約３ 千人である 1。  

（ 政策動向）  

平成 30 年 10 月に施行さ れたギャ ンブル等依存症対策基本法（ 平成 30 年法

律第 74 号） に基づき 、 令和４ 年３ 月 25 日に閣議決定さ れたギャ ンブル等依存

症対策推進基本計画（ 令和４ 年度から 令和６ 年度ま で） では、 令和５ 年度ま で

を目途に、 全都道府県・ 政令指定都市において専門医療機関等の整備を目指す

こ と と し ている 。  

厚生労働省は、 平成 29 年度よ り 「 依存症対策全国拠点機関設置運営事業」

を実施し ている 。 ま た、 都道府県・ 政令指定都市等の自治体が、 依存症専門医
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療機関や依存症治療拠点機関等の選定のための体制構築等を行う 「 依存症対策

地域支援事業」 を実施し ている 。  

（ 医療提供体制に関する 検討課題）  

第８ 次医療計画においては、 ギャ ンブル等依存症に対応でき る 医療機関を明

確にする 必要がある 。 ま た、 ギャ ンブル等依存症に対応でき る 専門職の養成や

多職種連携・ 多施設連携の推進のため、 地域連携拠点機能及び都道府県連携拠

点機能の強化を図る 必要がある 。 こ の際、 ギャ ンブル等依存症対策推進基本計

画を 踏ま え、「 依存症対策地域支援事業」 の依存症専門医療機関や依存症治療

拠点機関を活用する こ と 。  

なお、 都道府県でギャ ンブル等依存症について検討する に当たっ ては、 別表

５ に示す指標例に関連し て、「 依存症専門医療等機関（ 依存症専門医療機関、

依存症治療拠点機関） 数」、「 依存症集団療法（ ギャ ンブル依存症） を外来で算

定し た医療機関数」、「 ギャ ンブル等依存症を入院診療し ている 精神病床を持つ

病院数」、「 ギャ ンブル等依存症を 外来診療し ている 医療機関」、「 依存症集団療

法（ ギャ ンブル依存症） を外来で実施し た患者数」、「 ギャ ンブル等依存症の精

神病床での入院患者数」、「 ギャ ンブル等依存症外来患者数」 及び「 依存症専門

医療機関のう ち依存症治療拠点機関における 紹介患者数及び逆紹介患者数」 に

ついて現状を把握し た上で課題を検討し 、 目標を設定する こ と が望ま し い。  

 

( 6)  外傷後ス ト レス 障害（ PTSD）  

（ 患者動態）  

令和２ 年に医療機関を継続的に受療し ている PTSD の総患者数は約７ 千人であ

る 1。  

（ 政策動向）  

厚生労働省は、 平成８ 年よ り 災害・ 事件・ 事故等によ る PTSD への心のケアの

重要性を 鑑みて、 PTSD の専門家を養成する ために「 PTSD 対策専門研修」 を行っ

ている 。  

令和３ 年３ 月に策定さ れた第４ 次犯罪被害者等基本計画（ 令和３ 年３ 月 30 日

閣議決定） では、 被害者へ心のケアを提供する こ と の重要性が明記さ れている 。  

（ 医療提供体制に関する 検討課題）  

第８ 次医療計画においては、 PTSDに対応でき る 医療機関を明確にする 必要があ

る 。 ま た、 PTSDに対応でき る 専門職の養成や多職種連携・ 多施設連携の推進のた

め、 地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図る 必要がある 。  

なお、 都道府県で PTSD について検討する に当たっては、 別表５ に示す指標例

に関連し て、 「 PTSD を入院診療し ている 精神病床を持つ病院数」 、 「 PTSD を外

来診療し ている 医療機関数」 、 「 認知療法・ 認知行動療法を 算定し た医療機関

数」 、 「 PTSD の精神病床での入院患者数」 、 「 PTSD 外来患者数」 及び「 認知療

法・ 認知行動療法を算定し た患者数」 について現状を把握し た上で課題を検討し 、

目標を設定する こ と が望ま し い。  

 

( 7)  高次脳機能障害 

（ 患者動態）  

平成 13～平成 17 年度の高次脳機能障害支援モデル事業における 調査では、 高
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次脳機能障害者は、 全国に約 27 万人いる と 推計さ れている 6。  

（ 政策動向）  

厚生労働省は、 平成 18 年度よ り 高次脳機能障害及びその関連障害に対する 支

援普及事業を地域生活支援事業において実施し ている 。 国立障害者リ ハビリ テー

ショ ンセンタ ー内に「 高次脳機能障害情報・ 支援センタ ー」 を設置する 他、 都道

府県の支援拠点機関に支援コ ーディ ネータ ーを配置し 、 専門的な相談支援、 関係

機関と の連携、 調整を行っている 。 自治体職員、 福祉事業者、 医療関係者を対象

に高次脳機能障害支援に関する 研修を行い、 地域における 高次脳機能障害支援の

普及を図っている 。 支援拠点機関は、 令和４ 年４ 月時点で、 全国に 120 か所整備

し ている 。 ま た、 令和５ 年度よ り 、 「 高次脳機能障害及びその関連障害に対する

地域支援ネッ ト ワ ーク 構築促進事業」 を地域生活支援促進事業と し て実施する 。

高次脳機能障害の当事者への専門的相談支援及び医療と 福祉の一体的な支援を普

及・ 定着さ せる ため、 高次脳機能障害の診断及びその特性に応じ た支援サービス

の提供を行う 協力医療機関（ 医療機関、 リ ハビリ 機関等） 及び専門支援機関（ 就

労支援機関、 教育機関等） を 確保・ 明確化する 。 さ ら に、 地域の関係機関が相互

に連携・ 調整を図り 、 当事者やその家族等の支援に資する 情報提供を行う 地域支

援ネッ ト ワ ーク を構築し 、 切れ目のない充実し た支援体制の促進を図る 。  

（ 医療提供体制に関する 検討課題）  

第８ 次医療計画においては、 高次脳機能障害に対応でき る 医療機関を明確にす

る 必要がある 。 ま た、 高次脳機能障害に対応でき る 専門職の養成や多職種連携・

多施設連携の推進のため、 地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を

図る 必要がある 。 こ の際、 「 高次脳機能障害及びその関連障害に対する 支援普及

事業」 の取組を参考にし つつ、 ｢高次脳機能障害支援拠点機関｣を活用する こ と 。  

なお、 都道府県で高次脳機能障害について検討する に当たっては、 別表５ に示

す指標例に関連し て、 「 高次脳機能障害支援拠点機関数」 について現状を把握し

た上で課題を検討し 、 目標を設定する こ と が望ま し い。  

 

( 8)  摂食障害 

（ 患者動態）  

令和２ 年に医療機関を継続的に受療し ている 摂食障害の総患者数は約４ 万人で

ある 1。  

（ 政策動向）  

厚生労働省は、 平成 26 年度よ り 摂食障害患者が早期に適切な支援を受けら れ

る よ う に、 摂食障害治療支援センタ ー設置運営事業を実施し ている 。 こ の事業で

は令和４ 年度末において、 宮城県、 千葉県、 石川県、 静岡県、 福岡県の５ 県が、

地域の診療の拠点と なる 医療機関を「 摂食障害支援拠点病院」 と し て指定し 、 摂

食障害支援拠点病院と 県の協働によ って、 摂食障害に関する 知識・ 技術の普及啓

発、 他医療機関への研修・ 技術的支援、 患者・ 家族等への技術的支援、 関係機関

と の地域連携支援体制構築のための調整を行っている 。 ま た、 国立精神・ 神経医

療研究センタ ーを「 摂食障害全国支援センタ ー」 と し て指定し 、 摂食障害支援拠

点病院の指導・ 助言、 摂食障害支援拠点病院で集積さ れたデータ の分析・ 評価、

全国の医療関係者や養護教諭を対象と し た摂食障害患者の対応に関する 研修を行

っている 。  

 
6 「 高次脳機能障害ハンド ブッ ク ―診断・ 評価から 自立支援ま で」（ 編集 中嶋八十一、 寺島彰） 医学書院 
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（ 医療提供体制に関する 検討課題）  

第８ 次医療計画においては、 摂食障害に対応でき る 医療機関を明確にする 必要

がある 。 ま た、 摂食障害に対応でき る 専門職の養成や多職種連携・ 多施設連携の

推進のため、 地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図る 必要があ

る 。 こ の際、 「 摂食障害治療支援センタ ー設置運営事業」 の取組を参考にし つつ、

「 摂食障害支援拠点病院」 を活用する こ と 。  

なお、 都道府県で摂食障害について検討する に当たっては、 別表５ に示す指標

例に関連し て、 「 摂食障害支援拠点病院数」 、 「 摂食障害入院医療管理加算を算

定し た病院数」 、 「 摂食障害を外来診療し ている 医療機関数」 、 「 摂食障害を入

院診療し ている 精神病床を持つ病院数」 、 「 認知療法・ 認知行動療法を算定し た

医療機関数」 、 「 摂食障害入院医療管理加算を算定し た患者数」 、 「 摂食障害の

精神病床での入院患者数」 、 「 摂食障害外来患者数」 、 「 認知療法・ 認知行動療

法を算定し た患者数」 及び「 摂食障害支援拠点病院における 紹介患者数及び逆紹

介患者数」 について現状を把握し た上で課題を検討し 、 目標を設定する こ と が望

ま し い。  

 

( 9)  てんかん 

（ 患者動態）  

令和２ 年に医療機関を継続的に受療し ている てんかんの総患者数は約 42 万人

である 1。  

（ 政策動向）  

厚生労働省は、 てんかん患者が早期に適切な支援を受けら れる よ う に、 平成 27

年度よ り てんかん地域診療連携体制整備事業を実施し ている 。 こ の事業では、 令

和４ 年度末において、 25都道府県が、 地域の診療の拠点と なる 医療機関を「 てん

かん支援拠点病院」 と し て指定し 、 てんかん支援拠点病院と 都道府県等と の協働

によ り 、 てんかんに関する 知識の普及啓発、 患者や家族の相談支援及び治療、 地

域の医療機関への助言・ 指導、 医療従事者等への研修、 関係機関等と の地域連携

支援体制の構築のための協議会の開催等の取組を行っている 。 ま た、 それぞれの

てんかん支援拠点病院に、 てんかん診療コ ーディ ネータ ーを配置し 、 患者及び家

族に対し 相談援助を適切に実施する よ う 努めている 。 さ ら に、 国立精神・ 神経医

療研究センタ ーを「 てんかん全国支援センタ ー」 と し て指定し 、 各支援拠点病院

の指導・ 助言、 てんかん支援拠点病院で集積さ れたデータ の分析・ 評価等を行っ

ている 。  

（ 医療提供体制に関する 検討課題）  

第８ 次医療計画においては、 てんかんに対応でき る 医療機関を明確にする 必要

がある 。 ま た、 てんかんに対応でき る 専門職の養成や多職種連携・ 多施設連携の

推進のため、 地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図る 必要があ

る 。 こ の際、 ｢てんかん地域診療連携体制整備事業」 の取組を 参考にし つつ、

「 てんかん支援拠点病院」 を活用する こ と 。  

なお、 都道府県でてんかんについて検討する に当たっては、 別表５ に示す指標

例に関連し て、 「 てんかん支援拠点病院数」 、 「 てんかんを 入院診療し ている 精

神病床を持つ病院数」 、 「 てんかんを外来診療し ている 医療機関数」 、 「 てんか

んの精神病床での入院患者数」 、 「 てんかん外来患者数」 及び「 てんかん支援拠

点病院における 紹介患者数及び逆紹介患者数」 について現状を把握し た上で課題

を検討し 、 目標を設定する こ と が望ま し い。  
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( 10)  精神科救急 

（ 基本情報）  

精神科救急医療体制整備事業報告に基づく 令和２ 年度の夜間・ 休日の受診件数

は約 3. 5 万件（ 人口 100 万人あたり １ 日 0. 79 件）、 入院件数は約 1. 7 万件（ 同

0. 38 件） と なっている 7。 ま た、 消防庁の調査では、 令和２ 年中の疾病分類別収

容平均所要時間（ 入電から 医師引継ぎま での時間） において、 全体の平均が 40. 6

分であっ たのに対し て、 精神疾患を 主な理由と し て搬送さ れた傷病者の平均は

44. 2 分と 長かった8。  

（ 政策動向）  

都道府県は、 精神保健及び精神障害者福祉に関する 法律第 19 条の 11 に基づき 、

緊急な医療を必要と する 全ての精神障害者が、 迅速かつ適正な医療を受けら れる

よ う 、 精神科救急医療体制の確保に努める 必要がある 。 都道府県又は政令指定都

市は、 精神科救急医療体制整備事業を活用し て、 精神科救急医療体制連絡調整委

員会を設置し 、 精神科救急医療施設の確保及びその円滑な運営を図ってき ている 。

ま た、 精神科救急情報センタ ーを整備し 、 救急医療情報センタ ーや救急医療機関

や消防機関等から の要請に対し 、 身体疾患を合併し ている 者も 含め、 緊急な医療

を必要と する 精神障害者の搬送先医療機関の紹介に努めてき ている 。 あわせて、

厚生労働省は、 精神科救急医療体制整備事業の実施要綱に基づき 、 精神科救急医

療圏域単位での精神科救急医療体制及び身体合併症患者の医療提供体制の確保に

向けた検討を実施する と と も に、 関係機関（ 警察、 消防、 一般救急等） と の研修

を通じ た相互理解の推進を求めている 。  

（ 医療提供体制に関する 検討課題）  

第８ 次医療計画においては、 精神科救急に対応でき る 医療機関を明確にする 必

要がある 。 ま た、 精神科救急に対応でき る 専門職の養成や多職種連携・ 多施設連

携の推進のため、 地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図る 必要

がある 。 さ ら に、 特定の医療機関に負担が集中し ないよ う に、 例えば、 夜間休日

における 精神科救急外来と 精神科救急入院を区分し て受入体制を構築する 等、 地

域の実情を 踏ま えて連携体制を検討する 必要がある 。 こ の際、「 精神科救急医療

体制整備事業」 の精神科救急医療施設（ 病院群輪番型、 常時対応型）、 外来対応

施設及び身体合併症対応施設を活用する こ と 。  

なお、 都道府県で精神科救急について検討する に当たっては、 別表５ に示す指

標に関連し て、「 精神科救急医療機関数」、「 精神科救急急性期医療入院料を 算定

し た医療機関数」、「 精神科救急医療体制整備事業における 入院件数」、「 精神科救

急医療体制整備事業における 受診件数」 及び「 精神疾患の救急車平均搬送時間」

について現状を把握し た上で課題を検討し 、 目標を設定する こ と が望まし い。  

 

( 11)  身体合併症 

（ 基本情報）  

身体合併症対応については、 精神科救急医療を担う 医療機関の多く は精神科単

科の医療機関であり 、 受入れが困難である 場合も 少なく ない。 一方、 精神科以外

 
7 厚生労働科学研究「 精神科救急医療体制整備の均てん化に資する 研究」（ 研究代表者 杉山直也）（ 令和

３ 年度）  
8 総務省消防庁「 令和３ 年版 救急・ 救助の現況」（ 令和３ 年）  
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の診療科においては、 患者が精神疾患を合併し ている 場合の対応に苦慮し ている

こ と が多い点も 指摘さ れている 。 ま た、 身体疾患と 精神疾患と も に入院によ る 治

療を必要と する 患者が発生する 割合は人口１ 万人対年間 2. 5 件と 推計さ れており
9、 救命救急セン タ ーの入院患者のう ち、 12％の入院患者は何ら かの精神科医療

を必要と し 、 2. 2％の入院患者は身体疾患と 精神疾患と も に入院によ る 治療を必

要と する と さ れる 10。  

（ 政策動向）  

厚生労働省は、 精神科救急医療体制整備事業において、 精神科救急医療圏域単

位での身体合併症患者の医療提供体制の確保に向けた検討を都道府県に求めてい

る 。 ま た、 令和３ 年１ 月に取り ま と めら れた「 精神科救急医療体制整備に係る ワ

ーキンググループ」 報告書では、 身体合併症対応の充実を図る 観点から 、 一般の

救急医療機関に搬送等さ れた精神障害を有する 方等及び地域住民の対応について、

対診や訪問、 電話等によ る 助言等を行う 取組が可能と なる よ う 必要な体制整備を

図る 必要がある と と も に、 精神科救急医療体制整備に関わる 関係団体、 精神科病

院や精神科診療所は、 一般の救急医療体制における 会議体へ参画し 、 身体合併症

を有する 方への対応に関する 課題に係る 検討に取り 組む必要がある と し ている 。  

（ 医療提供体制に関する 検討課題）  

精神障害を有する 方等及び地域住民の負担に配慮し たアク セス のし やすさ を確

保する 観点から 、 精神症状と 身体症状を一元的に対応でき る 医療機関の整備を今

後、 推進し ていく こ と が重要であり 、 こ のよ う な医療機関と し て、 公的な病院、

総合病院の精神科や精神科を有する 特定機能病院が役割を担う こ と が考えら れる 。  

いずれの場合であっても 、 身体合併症対応については、 地域の実情に応じ 、 精

神科救急医療施設と 他科の医療機関と の連携によ り 支援し 合う 仕組みの構築が求

めら れる 。  

こ のよ う な中で、 第８ 次医療計画においては、 精神障害者の身体合併症に対応

でき る 医療機関を明確にする 必要がある 。 ま た、 精神障害者の身体合併症に対応

でき る 専門職の養成や多職種連携・ 多施設連携の推進のため、 地域連携拠点機能

及び都道府県連携拠点機能の強化を図る 必要がある 。  

ま た、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症を含めた新興感染症について、 定期的に外来

を受診又は在宅医療を受けている 精神疾患を有する 患者が新興感染症に罹患し た

場合や、 精神病床に入院し た患者が新興感染症に罹患し た場合等に対応が可能な

医療機関を明確にする 必要がある 。  

なお、 都道府県で身体合併症について検討する に当たっては、 別表５ に示す指

標例のう ち、（ 10） 精神科救急で挙げた指標例に加え、「 救命救急入院料精神疾患

診断治療初回加算を算定し た医療機関数」、「 精神科救急・ 合併症入院料又は精神

科身体合併症管理加算を算定し た医療機関数」、「 精神疾患診療体制加算又は精神

科疾患患者等受入加算を算定し た医療機関数」、「 精神科リ エゾンチーム加算を算

定し た医療機関数」、「 救命救急入院料精神疾患診断治療初回加算を算定し た患者

数」、「 精神科救急・ 合併症入院料又は精神科身体合併症管理加算を算定し た患者

数」、「 精神疾患診療体制加算又は精神科疾患患者等受入加算を算定し た患者数」

 
9 厚生労働科学研究「 精神科医療、 特に身体疾患や認知症疾患合併症例の対応に関する 研究」（ 研究代表者 

黒澤尚）（ 平成 19 年度）  
10 厚生労働科学研究「 精神科病棟における 患者像と 医療内容に関する 研究」（ 研究代表者 保坂隆）（ 平成

18 年度）  
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及び「 精神科リ エゾンチーム加算を算定し た患者数」 について現状を把握し た上

で課題を検討し 、 目標を設定する こ と が望ま し い。  

 

( 12)  自殺対策 

（ 基本情報）  

警察庁の自殺統計原票を集計し た結果によ れば、 我が国の自殺者数は平成22年

以降は10年連続で減少し ていたが、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症の流行下で自殺の

要因と なる 様々な状況等が悪化し たこ と など によ り 、 令和２ 年に増加に転じ た。

令和４ 年の自殺者数は21, 881人と なり 、 対前年比では874人（ 約4. 2％） の増加と

なっ た11。 男女別にみる と 、 男性は13年ぶり の増加、 女性は３ 年連続の増加と な

り 、 小中高生は514人と 過去最多と なった11。 ま た、 日本の自殺死亡率は、 主要国

の中で高い水準にあり 、 依然と し て厳し い状況にある 。 特に、 年代別の死因順位

をみる と 、 10～39歳の各年代の死因の第１ 位は自殺と なっている 12。  

（ 政策動向）  

平成 18 年６ 月に自殺対策基本法（ 平成 18 年法律第 85 号） が成立し 、 自殺対

策基本法に基づき 、 政府が推進すべき 自殺対策の指針と し て自殺総合対策大綱

（ 平成 19 年６ 月８ 日閣議決定） を策定し 、 その下で自殺対策を総合的に推進し

てき た。 ま た、 地域レ ベルの実践的な取組によ る 生き る こ と の包括的な支援を行

い、 自殺対策を総合的かつ効果的に更に推進する ため、 平成 28 年３ 月に「 自殺

対策基本法の一部を改正する 法律」（ 平成 28 年法律第 11 号。 以下「 改正法」 と

いう 。） が成立し 、 同年４ 月１ 日に施行さ れた。 改正法においては、 基本的施策

が拡充さ れ、 良質かつ適切な精神医療が提供さ れる 体制の整備や多職種連携の推

進等が新たに規定さ れた。 更に、 自殺を巡る 実態を踏ま え、 第４ 次「 自殺総合対

策大綱」（ 令和４ 年 10 月 14 日閣議決定） が策定さ れ、 子ども ・ 若者、 女性の自

殺対策の強化など 総合的な自殺対策のさ ら なる 推進等が新たに規定さ れた。  

厚生労働省は、 平成 20 年度よ り 「 自殺未遂者ケア研修」 と し て、 知識及び技

術の普及を 目的に、 医師等を対象と し た研修を実施し ており 、 さ ら に、 平成 30

年度から は自殺未遂者等支援拠点医療機関整備事業を開始し ている 。  

（ 医療提供体制に関する 検討課題）  

第８ 次医療計画においては、 自殺対策に対応でき る 医療機関を明確にする 必要

がある 。 ま た、 自殺対策に対応でき る 専門職の養成や多職種連携・ 多施設連携の

推進のため、 地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図る 必要があ

る 。 加えて、 以下の２ 点について留意さ れたい。  

① 自殺の大き な危険因子である う つ病について、 早期発見、 早期治療に結びつ

ける 取組に併せて、 精神科医療提供体制の充実や、 地域の精神科医療機関を含

めた保健・ 医療・ 福祉・ 労働・ 教育・ 警察等の関係機関・ 関係団体のネッ ト ワ

ーク の構築を図る こ と 。  

② 精神科救急医療体制の充実を通じ た自殺未遂者に対する 良質かつ適切な治療

の実施、 かかり つけ医等の精神疾患の診断・ 治療技術の向上、 かかり つけ医か

ら 専門医につなげる 医療連携体制の整備を推進する こ と 。  

 
11 厚生労働省自殺対策推進室、 警察庁生活安全局生活安全企画課「 令和４ 年中における 自殺の状況」（ 令和

５ 年３ 月 14 日）  
12 厚生労働省「 自殺対策白書」（ 令和４ 年度版）  
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なお、 都道府県で自殺対策について検討する に当たっては、 別表５ に示す指標

例に関連し て、 「 救急患者精神科継続支援料を算定し た医療機関数」 、 「 救命救

急入院料精神疾患診断治療初回加算を算定し た医療機関数」 、 「 救急患者精神科

継続支援料を算定し た患者数」 及び「 救命救急入院料精神疾患診断治療初回加算

を算定し た患者数」 について現状を把握し た上で課題を検討し 、 目標を設定する

こ と が望ま し い。  

 

( 13)  災害精神医療 

① 災害派遣精神医療チーム（ DPAT： Di sast er  Psychi at r i c Assi st ance Team）  

（ 基本情報）  

令和５ 年１ 月時点で、 全国 46 都道府県において災害派遣精神医療チーム

（ DPAT） 先遣隊が整備さ れている 。  

（ 政策動向）  

平成 27 年７ 月の防災基本計画の一部修正において、 厚生労働省及び都道府県

は、 災害派遣精神医療チーム（ DPAT） の整備に努める も のと さ れている 。 厚生労

働省では、 DPAT 体制整備事業を通じ て、 DPAT の平時の訓練と 、 自治体への技術

的支援、 災害発生時の迅速かつ適切な連絡調整等の体制整備を行っている 。  

（ 医療提供体制に関する 検討課題）  

第８ 次医療計画においては、 災害精神医療に対応でき る 医療機関を明確にする

必要がある 。 ま た、 災害精神医療に対応でき る 専門職の養成や多職種連携・ 多施

設連携の推進のため、 地域連携拠点機能及び都道府県連携拠点機能の強化を図る

必要がある 。 その際、 ｢DPAT 体制整備事業｣を参考にし つつ、 ｢DPAT 先遣隊登録機

関｣を活用する こ と 。 なお、 検討に当たっては、 DPAT の業務と し て、 令和４ 年 12

月に成立し た「 感染症の予防及び感染症の患者に対する 医療に関する 法律」 （ 令

和４ 年法律第 96 号。 以下「 令和４ 年改正法」 と いう 。 ） における DPATの法定化

の施行に向け、 新興感染症への対応が明確にさ れる こ と も 踏ま える こ と 。  

ま た、 都道府県で災害精神医療について検討する に当たっては、 別表５ に示す

指標例に関連し て、 「 DPAT先遣隊登録機関数」 について現状を把握し た上で課題

を検討し 、 目標を設定する こ と が望ま し い。  

② 災害拠点精神科病院 

（ 基本情報）  

令和５ 年１ 月時点で、 全国 22 都府県において災害拠点精神科病院が整備さ れ

ている 。  

（ 政策動向）  

「 災害拠点精神科病院の整備について」（ 令和元年６ 月20日付け医政発0620 第

８ 号厚生労働省医政局長・ 障発 0620 第１ 号厚生労働省社会・ 援護局障害保健福

祉部長通知） によ り 、 災害拠点精神科病院については人口規模や地理的条件、 都

道府県における 精神科医療の提供体制の実態などを考慮し 、 都道府県ごと に必要

な数の整備を行っている 。  

（ 医療提供体制に関する 検討課題）  

令和５ 年１ 月時点で、 25道府県において災害拠点精神科病院が未整備の状況で

ある ため、 第８ 次医療計画においては、 人口規模や地理的条件、 都道府県におけ

る 精神科医療の提供体制の実態などを考慮し ながら 、 県内において少なく と も １

医療機関の指定を行う こ と 。  
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